
国における再エネ関連委員会等開催状況（2024.12月分）  

月日 内   容 

12/2 第 53 回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事

業分科会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/053.html を基にして作成 

●再生可能エネルギー出力制御の長期見通し等について  ※トピックスにポイントを記載 

●効率的な系統運用に向けた諸課題について 

12/4 第 7 回 産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 資源循環経済小委員会 太陽光発電設備リサイクルワー

キンググループ 中央環境審議会 循環型社会部会 太陽光発電設備リサイクル制度小委員会 合同会議 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/resource_circulation/solar_power_generation/007.html を基にして作成 

●太陽光発電設備の廃棄・リサイクル制度構築に向けた論点整理 

12/16 第 8 回 産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 資源循環経済小委員会 太陽光発電設備リサイクルワー

キンググループ 中央環境審議会 循環型社会部会 太陽光発電設備リサイクル制度小委員会 合同会議 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/resource_circulation/solar_power_generation/008.html を基にして作成 

●太陽光発電設備のリサイクル制度のあり方について 

12/17 第 31 回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会 バイオマス持続

可能性ワーキンググループ 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/biomass_sus_wg/031.html を基にして作成 

●ライフサイクル GHG 既定値の見直しについて  

●輸入木質バイオマスの持続可能性について（持続可能性基準等の整理に向けた検討）  

●調達価格等算定委員会への報告（案）について 

12/17 第 100 回 調達価格等算定委員会 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/100.html を基にして作成 

●太陽光発電・風力発電について 

12/19 第 22 回 産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 電力安全小委員会 電気設備自然災害等対

策ワーキンググループ 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/denki_setsubi/022.html を基にして作成 

●令和６年度の自然災害等による停電対応について 

●石狩バイオエナジー合同会社 石狩新港バイオマス発電所における事故について 

12/3 『再生可能エネルギーの固定価格買取制度』に基づく再エネ出力制御指示に関する報告 

出典：東北電力 NW ウェブサイト 
https://setsuden.nw.tohoku-epco.co.jp/common/demand/seigyo_shiji_tounen.pdf を基にして作成 

●直近の情報：東北電力 NW の出力制御は東北エリアで 12 月に１回の指示があり、実績としては０回だった。 

※青文字部分を Ctrlキーを押しながらクリックするとリンクされます 
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再エネ等動向調査（R6.12） トピックス 

第 53 回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科

会電力・ガス基本政策小委員会 系統ワーキンググループ 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/053.html を基にして作成 
 

再生可能エネルギー出力制御の長期見通し等について  

毎年度、本 WG において一般送配電事業者の試算結果を公表している。今年度から、再エネ導入量、電力需要を複

数パターンで試算を行っており、発電事業者の事業性判断に柔軟に活用いただきたい。  

◆算定結果について（再エネ出力制御対策の効果） 

  •一定の前提条件を元に算定した長期見通しの値から、以下の対策が各々講じられた場合に、各エリアの出力制御率が 

どのように変化するかを算定した。  

・需要対策：各エリア最低需要の 10％分について、蓄電池が 6 時間容量分の需要創出と仮定  

・供給対策：既設の火力等発電設備の最低出力も 30％(火力)、50%(バイオマス)としたと仮定  

・系統対策：現在建設中の地域間連系線の増強に加え、マスタープランにおいて増強の必要性が高いとされた地域間 

連系線が増強されたと仮定  

(北海道→東北＋200 万 kW・東北→東京＋200 万 kW、北海道→東北＋30 万 kW 、 

九州→中国+100 万 kW、 東北→東京＋455 万 kW、中部⇔関西＋300 万 kW) 

 

                                          

出力制御長期見通し算定に関する考え方  

•「8,760 時間の実績ベース方式」による見通しのみ算定。  

•過去３年の年度毎に見通しを算定後、過去３年間の平均値を採用。 

•出力制御対策効果は、2023 年度実績をベースに太陽光・風力導入量はケース②を用いて算定する。 
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（参考）再エネ出力制御の実施状況について  

•再エネの導入拡大により出力制御が実施されるエリアは全国に拡大、複数エリアでの同時出力制御の増加による域外送

電量の減少や電力需要の減少等もあり、足元の出力制御量は概ね増加傾向。  

•今秋は九州では日射量の減少等により昨年度と比較して制御量が低下している一方、複数エリアで出力制御が行われ 

るようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


